
２０１５年４月豊中九条の会ネットワーク

賛成 ○

反対 ○ ○ ○ ○

条件付き賛成

変えることに賛成

変えない方が良い ○ ○ ○ ○

その他 ○

変えることに賛成

変えない方が良い ○ ○ ○

その他 ○

アメリカの参戦要請を退
け戦争に加担しない砦
となった

○ ○ ○ ○

国の防衛の足かせと
なっている

その他 ○

（府）市議会の議題は
もっぱら（府）市政に関
するもので、国家の基本
法や基本政策について
は国会の議題で府・市
議会の議論になじまな
い

議員は憲法遵守の義務
を負っており、平和や国
家の基本法・施策につ
いて市民を代表して意
見を述べるべき

○ ○ ○ ○

日本共産党 日本共産党 日本共産党 日本共産党

候補者名 幸村直行 出口文子 五十川和洋 松下三吾

会派 自民新風会

（統一回答）喜多正顕･北川悟司・中
井源樹・井本博一・高木公香・竹内
正夫

問　4

地
方
自
治
と
国
と
の
関
係

日本国憲法と法律に基づきそれ
ぞれの役割を遂行することが重
要と考えます。

同上

問　３

憲
法
九
条
を
ど
う
と

ら
え
て
お
ら
れ
る
か

安全保障に想定外は許されませ
んが、日本国憲法第9条のもとで
許されるのは、あくまでも国民の
命と幸せな暮らしを守るための必
要最小限度の自衛の措置だけで
す。憲法の基本理念である平和
主義は守り抜いていきます。

日常的に国民と接し、国民の意
見をきく機会の多いのが地方自
治体です。国民主権の国で、国
民の声を国に届けるのは地方
自治体の大切な役割です。

日本が世界中に発信できる宝で
す。

同上

戦争は人殺しです。世界中から
戦争をなくしたい。

憲法九条は、ノーベル平和賞の
有力候補にもあげられており、
世界の宝です。

問２②

②
憲
法
九
条
第
二

項
陸
海
空
軍
は
保

持
し
な
い

。
交
戦

権
は
認
め
な
い

｢前項の規定は、自衛権の発動を
妨げるものではない｣と規定し、
自衛権行使にはなんら制約もな
いようにした上で、国防軍の設
置、領土等の保全義務を規定す
べきだと考えます。

政府の一存で勝手に憲法解釈
を変えるのは許せませんし、ふ
たたび戦争する国にしないた
め、反対します。

我が国への攻撃を未然に防ぐた
めには、抑止力を一層高めること
が必要であり、集団的自衛権の
行使を限定的に容認すべきと考
えます。

問2①

①
憲
法
九
条
第
一

項
戦
争
と
武
力
に

よ
る
威
嚇
ま
た
は

行
使
は
永
久
に
放

棄
す
る

戦争放棄など平和主義を定めた
日本国憲法第9条1項は基本的に
保持した上で、法文の意味をより
明確にすることを趣旨として整理
すべきだと考えます。

今現在、国民に十分な論議が進
んでいない。また平和に貢献す
ることが国民の意志であると考
えている。この意志を付託され
ていると考えている。

問　1

集
団
的
自
衛
権
行
使

備考

アンケート回答（市議会候補）　順不動・
敬称略
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賛成

反対

条件付き賛成

変えることに賛成

変えない方が良い

その他

変えることに賛成

変えない方が良い

その他

アメリカの参戦要請を退
け戦争に加担しない砦
となった

国の防衛の足かせと
なっている

その他

（府）市議会の議題は
もっぱら（府）市政に関
するもので、国家の基本
法や基本政策について
は国会の議題で府・市
議会の議論になじまな
い

議員は憲法遵守の義務
を負っており、平和や国
家の基本法・施策につ
いて市民を代表して意
見を述べるべき

候補者名

会派
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と
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関
係
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お
ら
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問２②

②
憲
法
九
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陸
海
空
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し
な
い

。
交
戦

権
は
認
め
な
い

問2①

①
憲
法
九
条
第
一

項
戦
争
と
武
力
に

よ
る
威
嚇
ま
た
は

行
使
は
永
久
に
放

棄
す
る

問　1

集
団
的
自
衛
権
行
使

備考

アンケート回答（市議会候補）　順不動・
敬称略

○ ○ ○

○ ○ ○ 〇

○ ○ ○ 〇

○ ○ ○

○ ○ ○

日本共産党 無所属

斎宮(和田)澄江 山本一徳 松岡信道

日本共産党

日本が海外で｢戦争する国｣｢で
きる国｣に変えられてしまうから。

市民の命とくらしを守り、住民福
祉を増進･向上させるという地方
自治体の本旨からして、積極的
に提言すべきものと思うから。

憲法9条の先駆性が現れている
部分であり、守っていくべきもの

と考えています。

日本が戦後70年間、戦争　直接
的にかかわらなかったのは、憲
法9条があったからこそです。

集団的自衛権を理由として、戦
争が行われてきた歴史をみれ
ば、認めることはできない。

そう思うし、議論があったとしても市
議会での優先順位は低いと思う。
(私)政治家としての意見表明や議論
はあってもよいが、(公)地方議員とし
ての立場で意見することは自重した
ほうがよい。選挙の争点にはならな
いと思いますので、控えさせていた

だきます。

この条項こそが｢戦争放棄｣の核
心部分であり、辛うじて戦後日
本が戦争に巻き込まれないで来
た“歯止め”となっているから。

戦争が違法であるというのは、
当然だと思っています。

憲法九条を護り、国連決議、国
会承認が前提と考えています

議員として憲法を護り、平和を
維持することにつとめたい

無所属

集団的自衛権行使容認は日本がど
こでも、いつでも、どこの国とでも一
緒に戦争をする道を開くことです。憲
法の原則･平和主義の実質的放棄
に他なりません。

現在の情勢について。貧困と格
差の解決に取り組まない限りテ
ロリズムは根絶できません。戦
争は憎悪の連鎖を生み出しま
す。平和主義に基づく取り組み
こそが今必要です。日本国憲法

の出番だと思います

非核平和宣言都市の議員とし
て、憲法9条の空洞化にストップ

をかけるべきです

ご所望の意に沿うことができず、申し訳ござ
いません

平田明善・今村正・弘瀬源悟・酒井
哲也・坂口福美・中島紳一・大野妙
子・吉田正弘・石原準司

日頃より、持続的なとりくみにこころから敬意を表
します。｢九条｣を守るため、ご一緒にがんばりま
しょう。

公明党

公明党は戦後平和憲法を守ることを訴えて
まいりました

憲法九条の下で許容される自衛の
措置の新３要件について述べてお
り、この新３要件は、憲法九条の下
で許容される自衛の措置の限界を
示した重要な要件です。　　　公明新
聞添付（自公協議会の方向性中間
とりまとめ海外派遣へ３原則「国際
法上の正当性」「民主的統制」「自衛
隊員の安全確保」

熊野いそ
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その他

変えることに賛成

変えない方が良い
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となった
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アンケート回答（市議会候補）　順不動・
敬称略

〇 〇 〇

〇

〇

〇 〇 〇

〇

〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇 〇

正直、回答が困難です。市議会
での議論になじまないものもあ
りますし、一方で地方議会で議
論したり国へ意見書や要請書を
あげるべきものもあると考えま
す。

立憲主義に基づいて政治を行っ
ていれば良いが（市政だけで）、
反対する場合は市政外（国政で
も）対象となり得ると考える。

わずか３０数年の人生経験でし
かありませんが、憲法９条を変
える必要性を感じたことは一度
もありません。

自国を護るための備えは必要だ
と思いますが米軍の駐留を日本
の防衛のためと位置づけいる以
上、加えて、日本が独自の戦力
を保持することは必要ないと考
えます。

変えるべきで無い

少なくとも戦後７０年間、日本が
戦争に加担してこなかったのは
事実で有り、その一つの要因が
憲法９条の存在であると認識し
ています。

本来世界各国が追求すべき条
文である。

回答を要約し公表することはしないでく
ださい。もし要約せざるを得ない場合
は、氏名と要約不可のためと公表しない
旨記載してください。

現状に合っていない。解釈改憲
の典型的な例と思う。きっちり議
論し、現実的な記述に改め、解
釈改憲・拡大解釈をしない運用
に改めるべき。でなければ憲法
の歯止めの意味は無いと思いま
す。

未来とよなか・無所属

北之坊晋次

公表される場合には、ホームページの場合はアド
レス、紙媒体の場合には現物を、公表前にそれぞ
れ連絡･提供ください。　　　　個別団体で公表され
る場合には事前にその団体の代表者、連絡先を
ご教示ください。　この回答は貴団体および参加
団体に公表するものであり、二次利用は固くお断
りいたします。

（たとえば国連の要請など）　積
極的に戦争に荷担することには
反対ですが、どの国も国際社会
において様々な国との関係性の
中で成り立っているので『せざる
を得ない』ことはあると考えます。

戦後７０年間戦争に加担しない
砦としての側面もあったと思いま
すが、今後もその考えが通用す
るかは別であり、むしろ近年は防
衛の足かせになっている側面の
ほうが強く感じます。、

どちらでもない。たとえば私のよ
うに政党無所属の議員はそもそ
も市民の皆さんからそういった国
家の基本政策について議論する
ことを望まれているのか、正直な
ところ分かりません。そういうこと
を議論される議員さんは市民か
らそういった声が多いことを代弁
されているかのかもわかりません
ので発言を否定したりはしません
が、市民からは市の政策につい
て時間を使うことを求められてい
るように私は感じています。

民主党

宮地和夫

地方議会人としては難しいテー
マです。一政治家としての私見
を申し述べることはやぶさかで
はありません。地方議会として
どう発信するかということは、市
の基本政策と合致するかが問
われます。その意味では２０１５
年３月２４日に議決した「ヘイト
スピーチの法的規制を含む根絶
に向けたとりくみを求める意見
書」採択の意味は大きいと考え
ます。

無所属・未来とよなか 社会民主党

神原宏一郎 酒井弘行

争いを戦争で解決することはできま
せん。逆に戦争に関わるほどいつま
でたっても戦争は無くなりません。戦
争が起きたらどうするかを考えるより
も戦争が起こらないようどうするべき
かを考えるべきです。


